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モータリゼーションの発達やそれに伴うライフスタイルの多様化，加えて郊外型ショッピングセンター

の立地に関する規制緩和などを背景に，長い間，多くの地方都市で中心部の衰退が問題視されている．こ

のような状況下で，地方自治体は多くの土地利用案や再開発案，交通利便性の改善を計画している．  

本研究では，広島市の旧市民球場跡地と広島駅周辺を題材とし，これら全ての再開発を一体的に捉え，

包括的且つ定量的に分析した．具体的には，市街地活性化対策の影響を調べる表明選好（SP）調査を実施

し，場所間相互作用を取り入れた買物行動モデルを開発し，中心市街地活性化対策が消費者の買物意向に

与える影響を定量的に分析した．分析結果より，自動車利用等の社会的コストを無視した場合，広島市が

提案する球場跡地の再開発案が中心市街地での消費者の買物意向に与える影響が確認できなかったが，広

島駅周辺のいくつかの再開発案が消費者の買物意向に影響を与えることが確認できた． 
 

     Key Words : vitalization of central urban areas, shopping intention, resource allocation model,  

interaction among shopping facilities, Hiroshima city 
 

 

1. はじめに 

 

我が国ではモータリゼーションの発達やそれに伴うラ

イフスタイルの多様化，また大型店舗の立地に関する規

制緩和等を背景とし，近年，人々の買物行動は目まぐる

しく変化している．また，広島市において，2012年 2月

をもって天満屋八丁堀店が閉店し，1974 年から 37 年間

続いてきた中心部の 4百貨店体制が崩れることとなった．

日本百貨店協会によれば，広島市の百貨店売上高は郊外

ショッピングセンターの出店が相次いだ 2000 年からの

10年の間に 36%，額にして約 1000億円減少した 1）．上

記のような利用客の評価は中心部への訪問人数の減少

（図 1
2））につながり，結果的に中心部の衰退を招く恐

れがある．また，まちの窓口とも言える広島駅は，従来

よりアクセス性が問題視されている．広島市最大の商業

集積地に当たる紙屋町・八丁堀近辺まで路面電車を使い

10 分以上要することや，また，JR から路面電車への乗

り換えの際の接続が悪い点，自動車や路面電車，歩行者

が混在することによる日常的な渋滞などが，代表的な例

として挙げられる． 

このような状況下で，近年，広島市は様々な取り組み

が試みられている．その中でも代表されるのは広島駅周

辺の再開発と球場跡地の土地利用であろう．広島駅北口

に位置する二葉の里地区は、中国地方最大規模の未利用

国有地を擁し，高い開発ポテンシャルを持つ都心部に残

された最後の一等地と言われている．また，長年議論が

重ねられてきた広島駅南側に位置する Bブロック・Cブ

ロックの活用方法に関して，両エリア共に 2015 年度中

の再開発ビルの完成を目指し，事業が進行中だ．また，

従来からアクセス性の低さが問題視されている広島駅か

ら中心市街地までを結ぶ路面電車に関して，近年になり

路面電車新路線の建設に関する議論が盛んであり，現実

的なものとなっている．先述の天満屋八丁堀店の空きビ

ルには，業界一位の家電量販店が入店し，また広島東宝

ビルの空きテナントに国内大手ファッションビルが日本

4 ケース目の新事業の出店を決めるなど多くの再開発事

業が実行に移される一方で，2012 年 2 月 28 日に一部を
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残し解体が終わった旧広島市民球場の跡地の活用方法は

未だに具体的な計画案が見えてきていない．  

 

 

 

2. 既往研究のレビュー 

 

本章では，中心市街地・都心活性化に関する既往研究

のレビューから本研究の位置づけを明確にする． 

李ら 3)は，都心活性化や増加する私事交通の重要な要

因である買い物行動を対象として多項ロジットモデルを

用い分析を行った． 

内山ら 4)は，ヒヤリング調査から得られたデータをも

とにクラスター分析を用いることで，来訪者の来訪時か

ら退出までの一連の回遊・消費行動におけるタイプ分け

と各タイプの特徴を把握し，各タイプの回遊範囲の広が

りとの関係から回遊範囲を広げる要因を探った． 

井上ら 5)は施設間移動時の歩数は代表交通機関によっ

て変わること，また，中心市街地では郊外大型店と同じ

行動型をしていても消費エネルギーが大きく休憩を取る

人が多くなっていることを明らかにした． 

石原ら 6)はペデストリアンデッキの改良工事前後にお

ける利用者意識の変化を共分散構造分析から把握し，朝

昼の中心市街地訪問者は利便性を重視していること，夜

の訪問者はエリアの治安を重要視していることを明らか

にした． 

榎本ら 7)は，大型 SC に導入が進む公共サービス機能

に着目し，アクセス費用のモード間比較，自宅は付買物

目的トリップ集団分担率の変化，目的地分担率の変化の

比較などを通じて，郊外大型 SC のアクセス公共交通導

入実態と，郊外大型 SC への公共交通乗り入れによる地

方都市における買物行動の集団転換可能を明らかにした． 

既往研究のレビューから分かるように，多くの地方都

市を題材とした先行研究においても複数の土地利用や再

開発，また公共交通の整備を同時に扱い，それらが買物

客に与える影響要因を包括的且つ定量的に分析した研究

は行われていない．そこで，本研究では，広島市の主な

ショッピング施設での買物意向調査を実施し，市民が望

んでいる，球場跡地および広島駅周辺のよりよい土地利

用・再開発案を模索する基礎的段階として，消費者の買

物意向に着目し，広島市中心部および広島駅周辺地域に

おける市民の買物意向に影響を与える要因を明らかにす

ることを目的とする． 

本研究は以下のように構成される．まず，第 2章では，

中心市街地活性化に関連する先行研究のレビューから本

研究の位置づけを明らかにし，本研究の目的を述べる．

第 3章では，実施した表明選好（SP）調査の概要を説明

する．第 4章では，人々の買物意向を包括的に分析する

買物行動モデルを構築し，定式化を行う．第 5章では，

前章で構築された買物行動モデルを適用し，モデル分析

から消費者の買物意向に与える要因を明らかにする． 

 

3. 調査について 

 

本章では，実施した調査の概要及び設計し配布した調

査票について説明する． 

本研究における調査の概要を以下に記す（表 1）．調

査は平日 2日間，休日 2日間の計 4日間行われ，中心部

商店街および広島駅前商業ビル，その他郊外ショッピン

グセンター5 店舗で各 600 部ずつ配布した．回収率 30%，

数にして 1000枚以上のアンケート回収に成功した． 

本研究の表明選好（SP）調査に用いた属性値を（表

2）に記す．属性値は，広島市が HP 上で公開している

案および新聞の記事などを参考に選定されている．土地

利用・再開発対象地区は 5エリア，最大 4選択肢が選出

されている． 

 

表-1 調査の概要 

調査 表明選好（SP）調査 

調査形式 手渡し配布、郵送回収 

調査地域 中心部、広島駅、郊外SC5店舗 

調査対象 商店街及び各商業施設への来訪者 

調査期間 
2011年12月14日(水), 15日(木), 17日(土), 18日

(日) 

調査時間 午前 11時～午後 6時 

配布回収 3,600枚配布、1,080枚回収 

 

調査票は 5つのパートから構成される． 

 A：被験者自身について 

 B：調査日の来訪行動について 

 C：日常の買物行動について 

 D：広島市の再開発への認識について 

 E：将来の来訪意向について 

図-1 最もよく利用する繁華街の推移 
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パート Eは表明選好（SP）調査の内容である（図-2）．

調査票の中に，各エリアの開発内容だけでなく，エリア

の面積等の補足情報も盛り込んだ． 

 

表-2 SP調査で想定した再開発の内容（属性の水準） 

球場跡地 
二葉の里 

地区 
路面電車 

広島駅 

南口 

広島駅Ｂ・

Ｃブロック 

商業施設 商業施設 
新路線導

入 
道路規制 商業施設 

都市公園 
ｱﾐｭー ｽ゙ ﾒﾝﾄﾊ゚

ｸー 

現状のま

ま 

ﾍ゚ ﾃ゙ ｽﾄﾘｱﾝﾃ゙

ｯｷ 
現状のまま 

図書館 都市公園  駐車場  

現状のま

ま 

現状のま

ま 

 現状のま

ま 

 

 

 

 

4. 新たな買物行動モデルの開発 

 

中心市街地活性化対策が消費者の買物意向に与える影

響要因を把握するため，ここでは，買物行動モデルの開

発を行う． 

買物行動モデルは買物総頻度モデルと場所別買物頻度

モデルからなる．ここでは，人々がまず生活に必要な買

物総頻度を決め，次にどこでどれだけの買物を行うか

（つまり，場所別買物頻度）を決定すると仮定する．買

物にはお金と時間がかかる．これらの資源に限りがある

ため，人々の買物頻度がまず決まり，次にこの買物総活

動量を各買物場所に配分すると考えられる．したがって，

この仮定は行動的な合理性を有すると言える． 

本来，金銭的および時間的な制約を考慮に入れた買物

総頻度モデルを開発すべきであるが，本研究で使うデー

タの制約上，買物以外の活動に関する情報はなく，資源

配分的な考え方で買物総頻度モデルを開発することはで

きない．そこで，本研究では，試行錯誤の結果，線形重

回帰モデルを用いて買物総頻度を表現することにした．

一方，後者の場所別の買物頻度の表現について，買物総

頻度を各買物場所に配分するという考え方のもとで，

Yu et al. (2012) 8) によって開発された離散連続モデルの一

種であるRAM-MLFモデルを援用する．両モデルともに，

前述のSP調査で取り入れた具体的な中心市街地活性化

対策を説明変数として導入する． 

以下では，RAM-MLFモデルを援用した場所別買物頻

度モデルについて，その定式化を行う． 

RAM-MLFモデルの原形はZhang et al (2002 
9)
, 2005 

10))に

よって開発された生活時間配分モデルである．同モデル

では，多項線形型効用関数を用いて，異なる活動への時

間配分における活動間の相互作用および生活時間の意思

決定における各活動の相対的重要性や影響力を同時に表

現することができる．しかし，活動を行うかどうかとい

う複数の離散選択行動は明示的に考慮されていなかった．

そこで，Yu et al. (2012) 8)は，世帯エネルギー消費行動

（家電・自動車の利用におけるエネルギー消費行動）を

対象に，生活時間利用ではなく，家電・自動車のエネル

ギー消費支出への資源配分モデルとして，異なる家電・

自動車の利用有無を明示的に取り入れたモデル構造の見

直しを行った．その結果，Yu et al. (2012) 8)のRAM-MLF

モデルは，関連既存研究で多用されているMDCEVモデ

ル(Bhat, 2005) 11)と比べて，行動的に優れているだけでは

なく，モデルの精度も40％向上したことを実証した．上

記のことを踏まえて，本研究では，異なる場所での相互

作用を考慮するため，場所別買物頻度モデルはYu et al. 

(2012) 8)のRAM-MLFモデル構造を援用する．つまり，本

研究で開発した場所別買物頻度モデルでは，場所間の相

互作用だけではなく，意思決定における各場所の相対的

重要性や影響力，そして，場所ごとにおいて買物をする

か否かも同時に表現する．詳細について，以下に示す． 

ここで，資源制約のもとで個人nが異なる場所での買

物から得る効用Unを最大化する問題を考える．具体的に

は，異なる場所での買物頻度の総和が一定期間における

個人の買物総頻度と等しいという制約条件を設ける． 

 

njnjninii ijnnii nin uwuwuwUMax   
   (1a) 

Subject to 
ni ni Ff    (1b) 

 

図-2 調査票（SPパート） 
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ここで，Fn は一定期間における個人nの買物総頻度，fni 

は場所iでの買物頻度，uni は個人nの買物場所i（本研究で

は，1：中心部，2：広島駅，3：郊外）における買物の

効用である．λn は買物場所間の相互作用の強さを表すも

ので，符号制約がない．wniまたはwnjは資源配分におい

て個人nが買物場所iまたはjに置く重み（相対的重要性や

影響力）であり，以下の条件を満たす必要がある． 

 

0wni  and 1w
i ni    (2) 

 

相互作用パラメータλn については，λn > 0 の場合，異

なる場所での買物行動は相乗効果をもたらし，λn < 0 の

場合，異なる場所での買物行動は競合関係にあり，λn = 

0の場合，相互作用がないと解釈することができる． 

また，限界効用の逓減性を表現するため，式(3)のよ

うに対数関数を採用し，場所別の買物効用関数 uniを定

義する． 

 

)1fln(u ninini     (3a) 

)xexp( iniini     (3b) 

 

ここで，xniは買物場所 i への資源配分に影響を与え得る

具体的な中心市街地活性化対策案（例えば：商業施設や

図書館の建設，道路規制の実施など）や個人属性（例え

ば：性別，年齢，収入など）などの説明変数ベクトルで，

θiは説明変数ベクトル xniのパラメータベクトルである．

εniは効用関数の誤差項（買物場所 i における非観測要因

の影響を表す）である． 

式(1a)と式(1b)から，ラグランジェの未定乗数法を用い

Kuhn-Tucker条件を適用すると，以下の式が導かれる． 

 

nii
ni

1n

nj1j njnnj

nj1j njn1n

ni x
1f

1f
ln

)u1(w

)uw1(w
ln 
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  (4) 

 

式(4)において，誤差項（
nî ）は互いに独立でかつ

平均が0，分散がσiの正規分布に従うと仮定すると，利

用される買物場所Mnおよび利用されない買物施設(I-Mn)

での買物頻度を表す確率は以下のように表現される．な

お， (・)と (・)はそれぞれ正規分布の確率密度関

数と分布関数である． 
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5. 買物頻度モデルの推定，考察 

ここで，前章で定式化した買物行動モデルの推定結果

を示し，広島市における新しい中心市街地活性化対策の

効果について考察を行う． 

まず，線形重回帰モデルに基づく買物総頻度モデルの

推定結果を表-3に示す． 

 

表-3 買物総頻度モデルの推定結果 

説明変数 
パラメー

タ推定値 

統計的

有意性 

定数項 2.4379 ** 

商業施設（球場跡地） 0.0043 
 

都市公園（球場跡地） 0.0017 
 

図書館（球場跡地） -0.1105 
 

LRT新路線 -0.1015 
 

商業施設（二葉の里） -0.1204 
 

アミューズメントパーク 

（二葉の里） 
-0.2690 ** 

都市公園（二葉の里） -0.0205 
 

道路規制（広島駅南口） 0.0830 
 

ペデストリアンデッキ 

（広島駅南口） 
0.0390 

 

駐車場（広島駅南口） 0.1044 
 

商業施設 

（広島駅前Ｂ・Ｃブロック） 
-0.0520 

 

性別（1,0） 0.0332 
 

年齢 0.0091 
 

収入 0.0628 + 

車保有（1,0） -0.2613 ** 

免許（1,0） -0.5277  ** 

重相関係数 R 0.1494 

決定係数 R2 0.0223 

自由度調整済決定係数 R2 0.0176 

サンプル数（SP回答数） 3,364 

（注）+：10％水準で有意，**：1％水準で有意． 

 

今回の推定からは，二葉の里にアミューズメントパー

クを建設しても，買物総頻度がかえって下がるという結

果になってしまった．個人属性からみると，収入が高い

人，免許・車を保有しない人は買物総頻度が高い．ほか

に統計的に有意なパラメーターはなかった．そもそもモ

デルの精度は非常に低く，今回の推定結果について言え
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ば，統計的に使えるモデルを得ることができてないと言

わざるを得ない．今後，説明変数の選定および導入方法

を工夫すると同時に，新たな考え方で買物総頻度モデル

を構築する必要があると言える． 

 

表-4 買物頻度配分モデル推定結果 

説明変数など 
パラメータ

推定値 

統計的

有意性 

行動パラメータ 

交互作用パラメータ 0.0042  
 

重み（中心部） 0.1115  + 

重み（広島駅） 0.0368  
 

分散（中心部） 0.2149  ** 

分散（広島駅） 0.3226  ** 

中心市街地活性化対策 

商業施設（球場跡地） -0.0045  
 

都市公園（球場跡地） 0.0062  
 

図書館（球場跡地） 0.0252  
 

新路線（中心部） 0.0362  
 

商業施設（二葉の里） 0.1011  * 

アミューズメントパーク 

（二葉の里） 
0.0495  

 

都市公園（二葉の里） 0.1366  * 

新路線（広島駅） 0.0220  
 

道路規制（広島駅南口） -0.0016  
 

ペデストリアンデッキ 

（広島駅南口） 
0.1072  * 

駐車場（広島駅南口） 0.0721  + 

商業施設 

（広島前Ｂ・Ｃブロック） 
0.0049  

 

個人属性 
  

年収（中心部） -0.0252  + 

年収（広島駅） -0.0605  * 

年齢（中心部） -0.0113  
 

年齢（広島駅） 0.0010  
 

性別（中心部） -0.0320  
 

性別（広島駅） -0.0520  + 

自動車保有（中心部） -0.1239  * 

自動車保有（広島駅） -0.1471  * 

免許保有（中心部） 0.0110  
 

免許保有（広島駅） -0.0224  
 

初期対数尤度 -7446.395 

最終対数尤度 -6076.474 

尤度比 0.184 

サンプル数 3,364 

（注）+：10％水準で有意，*：5％水準で有意，**：1％水準で有意． 

 

次に，場所別買物頻度モデルに関する考察を行う．推

定結果を表‐4 に示す．注意してほしいのは，ここでの

買物頻度は実際の頻度ではなく，SP 調査から得られた

意向データである．モデルの尤度比は 0.184 であり，良

好な推定精度を得た．しかし，場所間相互作用パラメー

タは統計的に有意とはならず，Yu et al. (2012) 8)のRAM-

MLF モデルは，今回の推定データに使えるとは言えな

いという結論に至った．一方，試行錯誤の結果から，説

明変数の取り入れ方によって，統計的に有意な場所間相

互作用パラメータを有するモデルを得ることができるこ

とも分かった．ただし，モデルの精度は表-4より少し悪

く，ここでは，表-4の結果のみを掲載・考察する．よっ

て，表-4の結果は最終結果ではなく，試行錯誤の途中結

果である．今後，モデルの改良を引き続き行う．表-4か

ら，分散パラメータと中心部での買物の重みパラメータ

は統計的に有意な値を得た． 

中心市街地における消費者の買物意向について，中心

市街地における将来の買物頻度は，収入の高い消費者ほ

ど低く，また自家用車を保有している消費者も低い．一

方で再開発案が消費者の買物意向に与える影響に関して

は，統計的に有意なパラメータは得られず，いずれの再

開発も消費者の買物意向は影響を与えないという推定結

果を得た．次に，広島駅周辺における消費者の買物意向

について，中心部と同様に，年収の高い消費者，自家用

車を保有している消費者ほど将来の買物頻度が低い．い

ずれの買物場所においても自動車保有が負の値を示して

いることから，車非保有者ほど公共交通の整った中心市

街地や広島駅周辺における買物頻度が高くなる可能性が

示唆される．一方で，広島駅における買物意向は，中心

部と異なり，再開発の影響を受けている．推定されたパ

ラメータから検証すると，消費者は，二葉の里地区に商

業施設もしくは都市公園の建設が行われることを好んで

いる．同様に，広島駅南口にペデストリアンデッキが建

設された場合や駐車場の増設が行われることも好んでい

る．買物頻度配分モデルの重みパラメータより，中心部

や広島駅の買物における相対的重要性が非常に低いこと

がわかる． 

 

6. 結論と今後の研究課題 

 

本研究において，広島市の中心市街地活性化対策の影

響を調べる表明選好（SP）調査を設計し，実施した．

また，買物総頻度モデルと場所間相互作用を取り入れた

場所別買物頻度モデルから構成される買物行動モデルを

構築・適用し，一定の成果を挙げた． 

試行錯誤の途中結果であるが，分析から，消費者の意

思決定において中心部での買物の相対的重要性が，その

他エリアと比べ非常に低いことを明らかにした．消費者

にとって，中心市街地の魅力度が下がったことの現れだ

と推察される．また，土地利用や再開発の案が消費者の

買物意向に影響を与えることを統計的に示した．具体的

には，自動車利用等の社会的コストを無視した場合，広

島市が提案する球場跡地の再開発案は中心市街地での消

費者の買物意向に影響を与えず，広島駅周辺の再開発は
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いくつかの案が消費者の買物意向に影響を与えることが

確認された． 

今後の課題として，現状の買物実態を踏まえた上での

分析を行い，更に詳細な消費者の買物行動を一体的に捉

えることが必要である．モデル分析に関しても精度改善

等の課題が残されている．また，本研究における買物行

動モデルは，買物総頻度モデルと買物頻度配分モデルの

二つから構成されているが，今後は消費者の買物総頻度

と買物頻度配分を同一モデル内で扱うことのできる新た

な買物行動モデルを構築することが求められる． 
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INFLUENCE OF REVITALIZATION POLICY OF CENTRAL URBAN AREA ON 

SHOPPING BEHAVIOR: ANALYSIS BASED ON SHOPPING BEHAVIOR MODEL 

WITH LOCATIONAL INTERACTIONS 

 

Shogo DOI, Junyi ZHANG, Biying YU and Akimasa FUJIWARA 

 
The decline of central urban areas in many Japanese cities has been observed for many years. Many 

reasons have been pointed out, such as the progress of motorization, the diversification of people’s life 

styles, and the deregulation of  the location of large scale retail stores. Under such circumstances, various 

measures have been taken, including improving land use, redevelopment of urban areas and improving 

transportation systems. 

In this study, targeting Hiroshima City, we examined the influence of some revitalization measures of 

the central urban area under discussion on shopping intention. The previous site of baseball stadium and 

the neighboring area of Hirosima Station are focused. For this purpose, we first implemented a stated 

preference (SP) survey to comprehensively investigate the influence of the revitalization measures, and 

then built a shopping intention model consisting of a total shopping frequency model and a location-based 

shopping frequency model with locational interactions. As a result, the influence of revitalization 

measures of the central urban area on shopping intention is not statistically significant, while the revitali-

zation measures of the neighboring area of Hiroshinma Station are confirmed to be influential to future 

shopping intention without considering the social cost caused by shopping behavior. 


